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三田市条例第  号 

 

三田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

三田市手数料条例（昭和５１年三田市条例第１１号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第３０号の９の次に次の９号を加える。 

 (30)の１０ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号。以

下この号から第３０号の１７までにおいて「法」という。）第５３条第１項の規

定に基づく低炭素化のための建築物の新築等に関する計画（以下この号から第

３０号の１８までにおいて「新築等計画」という。）で、一戸建ての住宅以外の

住宅の住戸又は一戸建ての住宅（以下この号、次号及び第３０号の１８におい

て「住戸等」という。）に係る新築等計画の認定の申請に対する審査手数料（以

下この号から第３０号の１８までにおいて「新築等計画認定申請手数料」とい

う。） 

区分 手数料の額 

住戸等の床面積の合計が１５０平方メートル以内のも

の 

４０，０００円 

住戸等の床面積の合計が１５０平方メートルを超え４

００平方メートル以内のもの 

８０，０００円 

住戸等の床面積の合計が４００平方メートルを超え８

００平方メートル以内のもの 

１１３，０００円 

住戸等の床面積の合計が８００平方メートルを超え２，

１００平方メートル以内のもの 

１７２，０００円 

住戸等の床面積の合計が２，１００平方メートルを超

え４，１００平方メートル以内のもの 

２３９，０００円 

住戸等の床面積の合計が４，１００平方メートルを超

え８，３００平方メートル以内のもの 

３３４，０００円 

住戸等の床面積の合計が８，３００平方メートルを超

え１６，５００平方メートル以内のもの 

４５７，０００円 



住戸等の床面積の合計が１６，５００平方メートルを

超え２４，７５０平方メートル以内のもの 

５９０，０００円 

住戸等の床面積の合計が２４，７５０平方メートルを

超えるもの 

７１６，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画の変更の認定の申請をする

場合の審査手数料（以下この号から第３０号の１８までにおいて「新築等

計画変更認定申請手数料」という。）の額は、新築等計画に係る住戸等の変

更しようとする部分の床面積に応じた額とする。 

   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１１ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、市長が定める機関により

作成された法第５４条第１項第１号に規定する基準に適合する新築等計画であ

ると認める旨の書類（以下第３０号の１３、第３０号の１５及び第３０号の１

７において「適合証」という。）が添付されている住戸等に係る新築等計画認定

申請手数料 



区分 手数料の額 

住戸等の床面積の合計が１５０平方メートル以内のもの ７，３００円 

住戸等の床面積の合計が１５０平方メートルを超え４０

０平方メートル以内のもの 

１３，０００円 

住戸等の床面積の合計が４００平方メートルを超え８０

０平方メートル以内のもの 

２３，０００円 

住戸等の床面積の合計が８００平方メートルを超え２，

１００平方メートル以内のもの 

５０，０００円 

住戸等の床面積の合計が２，１００平方メートルを超え

４，１００平方メートル以内のもの 

７０，０００円 

住戸等の床面積の合計が４，１００平方メートルを超え

８，３００平方メートル以内のもの 

１０９，０００円 

住戸等の床面積の合計が８，３００平方メートルを超え

１６，５００平方メートル以内のもの 

１７４，０００円 

住戸等の床面積の合計が１６，５００平方メートルを超

え２４，７５０平方メートル以内のもの 

２１１，０００円 

住戸等の床面積の合計が２４，７５０平方メートルを超

えるもの 

２５２，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る住戸等の変更しようとする部分の床面積に応じた額とす

る。 

   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定



を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１２ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、一戸建ての住宅以外の建

築物（以下この号から第３０号の１８までにおいて「建築物」という。）の住戸

の部分に係る新築等計画認定申請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１５０平方メ

ートル以内のもの 

４０，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１５０平方メ

ートルを超え４００平方メートル以内のもの 

８０，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が４００平方メ

ートルを超え８００平方メートル以内のもの 

１１３，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が８００平方メ

ートルを超え２，１００平方メートル以内のもの 

１７２，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が２，１００平

方メートルを超え４，１００平方メートル以内のもの 

２３９，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が４，１００平

方メートルを超え８，３００平方メートル以内のもの 

３３４，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が８，３００平

方メートルを超え１６，５００平方メートル以内のもの 

４５７，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１６，５００

平方メートルを超え２４，７５０平方メートル以内のも

の 

５９０，０００円 



建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が２４，７５０

平方メートルを超えるもの 

７１６，０００円 

  備考  

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る建築物の住戸の部分の変更しようとする部分の床面積に

応じた額とする。 

   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１３ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、市長が定める機関により

作成された適合証が添付されている建築物の住戸の部分に係る新築等計画認定

申請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１５０平方

メートル以内のもの 

７，３００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１５０平方 １３，０００円 



メートルを超え４００平方メートル以内のもの 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が４００平方

メートルを超え８００平方メートル以内のもの 

２３，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が８００平方

メートルを超え２，１００平方メートル以内のもの 

５０，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が２，１００

平方メートルを超え４，１００平方メートル以内のも

の 

７０，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が４，１００

平方メートルを超え８，３００平方メートル以内のも

の 

１０９，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が８，３００

平方メートルを超え１６，５００平方メートル以内の

もの 

１７４，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が１６，５０

０平方メートルを超え２４，７５０平方メートル以内

のもの 

２１１，０００円 

建築物の住戸の部分に係る床面積の合計が２４，７５

０平方メートルを超えるもの 

２５２，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る建築物の住戸の部分の変更しようとする部分の床面積に

応じた額とする。 

   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 



    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１４ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、共同住宅の廊下、階段そ

の他共用に供されるべき部分（以下この号から第３０号の１６までにおいて「建

築物の共用部分」という。）に係る新築等計画認定申請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの 

１２４，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

２０８，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が２，０００平方

メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの 

３３３，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が５，０００平方

メートルを超え１０，０００平方メートル以内のもの 

４２２，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が１０，０００平

方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のもの 

５１３，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が２５，０００平

方メートルを超えるもの 

６２１，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る建築物の共用部分の変更しようとする部分の床面積に応

じた額とする。 



   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１５ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、市長が定める機関により

作成された適合証が添付されている建築物の共用部分に係る新築等計画認定申

請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が３００平方メ

ートル以内のもの 

１３，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が３００平方メ

ートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

３７，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が２，０００平方

メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの 

１０９，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が５，０００平方

メートルを超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１６２，０００円 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が１０，０００平 ２１１，０００円 



方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のもの 

建築物の共用部分に係る床面積の合計が２５，０００平

方メートルを超えるもの 

２８５，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る建築物の共用部分の変更しようとする部分の床面積に応

じた額とする。 

   イ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１６ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、建築物の住戸の部分及び

建築物の共用部分以外の部分（以下この号及び次号において「建築物の非住宅

部分」という。）に係る新築等計画認定申請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が３００平方

メートル以内のもの 

２７２，０００円 



建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が３００平方

メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

４３６，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が２，０００

平方メートルを超え５，０００平方メートル以内のも

の 

６３１，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が５，０００

平方メートルを超え１０，０００平方メートル以内の

もの 

７６９，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が１０，００

０平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内

のもの 

９１５，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が２５，００

０平方メートルを超えるもの 

１，０６９，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、

新築等計画に係る建築物の非住宅部分の変更しようとする部分の床面積に

応じた額とする。 

   イ 新築等計画に係る建築物の非住宅部分に工場、畜舎、自動車車庫、自転

車駐車場、倉庫、観覧場、卸売市場、火葬場その他エネルギーの使用の状

況に関してこれらに類するもの（以下この号及び次号において「工場等」

という。）が含まれる場合においては、当該建築物に係る新築等計画認定申

請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、当該工場等の部分を

共用部分とみなして第３０号の１４の表において算定するものとする。こ

の場合において、当該建築物に共用部分があるときは、当該共用部分の床

面積と当該工場等の床面積は区分して算定するものとする。 

   ウ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ



れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１７ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、市長が定める機関により

作成された適合証が添付されている建築物の非住宅部分に係る新築等計画認定

申請手数料 

区分 手数料の額 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が３００平方

メートル以内のもの 

１３，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が３００平方

メートルを超え２，０００平方メートル以内のもの 

３７，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が２，０００平

方メートルを超え５，０００平方メートル以内のもの 

１０９，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が５，０００平

方メートルを超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１６２，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が１０，０００

平方メートルを超え２５，０００平方メートル以内のも

の 

２１１，０００円 

建築物の非住宅部分に係る床面積の合計が２５，０００

平方メートルを超えるもの 

２８５，０００円 

  備考 

   ア 法第５５条第１項の規定に基づく新築等計画変更認定申請手数料の額は、



新築等計画に係る建築物の非住宅部分の変更しようとする部分の床面積に

応じた額とする。 

   イ 新築等計画に係る建築物の非住宅部分に工場等が含まれる場合において

は、当該建築物に係る新築等計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定

申請手数料の額は、当該工場等の部分を共用部分とみなして第３０号の１

５の表において算定するものとする。この場合において、当該建築物に共

用部分があるときは、当該共用部分の床面積と当該工場等の床面積は区分

して算定するものとする。 

   ウ 新築等計画の認定の申請に法第５４条第２項の規定による申出が含まれ

る場合又は新築等計画の変更の認定の申請に法第５５条第２項において準

用する法第５４条第２項の規定による申出が含まれる場合における新築等

計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、第６２号

に規定する建築物に関する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相

当する額（次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる場合にあつては、当該額にそれぞ

れ次の(ｱ)から(ｳ)までに掲げる額を加算した額）を加算した額とする。 

    (ｱ) 新築等計画に建築基準法第６条第５項に規定する構造計算適合性判定

を要する部分が含まれる場合 当該構造計算適合性判定に係る第６２号

の２に規定する構造計算適合性判定手数料の金額に相当する額に消費税

及び地方消費税を加えた額 

    (ｲ) 新築等計画に建築基準法第８７条の２に規定する建築設備に係る部分

が含まれる場合 当該建築設備に係る第６３号に規定する建築設備に関

する確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

    (ｳ) 新築等計画に建築基準法第８８条第１項に規定する工作物に係る部分

が含まれる場合 当該工作物に係る第６４号に規定する工作物に関する

確認申請手数料又は計画通知手数料の金額に相当する額 

 (30)の１８ 新築等計画の認定の申請に対する審査で、住戸等に係る新築等計画

の認定と当該住戸を含む建築物に係る新築等計画の認定を併せて申請する場合

における新築等計画認定申請手数料又は新築等計画変更認定申請手数料の額は、

第３０号の１２から前号までに規定する建築物に係る新築等計画である場合に

おける手数料の額とする。 

   付 則 



 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 


